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水道料金の値上げ抑制策を求める申し入れ 

 

 県内の水道料金は、２０１７年度現在、最高の大田市で４９１４円、次いで江津市の４

７２３円、県庁所在地の松江市で３８９８円、最低が斐川宍道水道企業団の２６４７円と

なり、月額２０００円以上の格差が生じています。高料金の要因は、水源確保のためとし

た大規模ダムの建設等によって資本費負担が高くなっていること、水源が近くにないこと、

水源の水質が良好でないことなどがあげられます。 

 これまで県内において、総人口約７０万人のうち、上水道１３箇所・給水人口約５３万

人、簡易水道１６５箇所・約１５万人となっており、総人口の約２１％が簡易水道からの

給水を受けていました。（２０１３年度現在） 

このもとで、国の強力な誘導策もあり、多くの自治体で統合計画が進められ、２０１７

年度末に上水道１４箇所、簡易水道８箇所へと統合されます。 

人口密度が低く、給水人口の少ない地域で利用されてきた簡易水道は、採算性に乏しく、

簡易水道会計へ一般会計からの繰り入れが行われることで初めて成り立つものです。一方、

上水道は独立採算が基本とされていることにより、一般会計からの繰り入れは原則できな

いことになっています。加えて、補助対象に地理的要因、経営状況、採算性による採択要

件が課され、補助を受けられない事業が生じることになります。 

これにより、簡易水道でなかった地域も含めて水道料金が大幅に引き上げられることが

予想され、すでに複数の市町村で料金の引き上げが実施されています。消費税の増税や物

価の上昇、年金の減額、賃金の低迷などにより住民生活は苦しくなるばかりです。ライフ

ラインである水道は生活に欠かせないものであり、その料金は常に低廉であることが求め

られます。 

以上の点を踏まえ、下記事項を要望します。 

 

記 

 

1. 水道事業は水質の安全管理、資源・水質の安全、料金などについて、極めて高い公共

性が求められる。水道事業への民営化方式導入や身近な水源を放棄させかねない「広

域化」推進は行わないこと。 

2. この間の自治体リストラで人員削減や職員採用が抑制され、水道職員数が減少してお

り、技術継承も心配されている。水道技術職員の確保・拡充を図ること。 

3. 全国では、水道料金の格差が１０倍に広がっており、島根県内では２倍の料金格差が

生じている。水道料金を引き下げるための実効ある措置を講じること。 

4. 上水事業統合後の旧簡易水道事業に対し、国庫補助事業に新たな採択要件等を課すこ

となく、統合前と同様の支援を継続すること。 

5. 有収水量１立方メートルあたりの資本費１６４円以上、及び給水原価２５３円以上と

定めている上水道事業への一般会計からの繰り出し基準を緩和し交付税措置を拡大す

るなど、上水道の高料金対策を充実・強化すること。 


